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○民有林の保安林の指定予定………………………（自然環境課）４
○保安林の指定施業要件の変更予定の通知（２件
　）……………………………………………………（　　〃　　）４
○道路の区域の変更（３件）………………………（道路保全課）５
○道路の供用の開始（４件）………………………（　　〃　　）６
　　　公　　　告
○土地改良区の役員の就退任の届出（２件）……（農村整備課）７
○県営土地改良事業計画の策定……………………（　　〃　　）８
○公共測量の終了の通知…………………………………（管理課）８
○入札公告（４件）……………………………………………………９
○落札者等の公告………………………………………………………18
　　　正　　　誤
○令和３年９月30日付け県公報（第 242号）別冊
　中………………………………………………………………………19

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○海岸法施行細則の一部を改正する規則………………（河川課）１
　　　告　　　示
○生活保護法に基づく指定施術者の名称の変更…（福祉保健課）１
○生活保護法に基づく指定施術者の廃止の届出…（　　〃　　）２
○生活保護法に基づく指定介護機関（居宅介護事
　業所）の所在地の変更……………………………（　　〃　　）２
○指定居宅サービス事業者の指定…………………（長寿介護課）２
○指定介護予防サービス事業者の指定……………（　　〃　　）３
○指定居宅サービス事業の廃止……………………（　　〃　　）３
○介護医療院の開設許可……………………………（　　〃　　）４

告　　　　　示

規　　　　　則

　海岸法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第31号
　　　海岸法施行細則の一部を改正する規則
　海岸法施行細則（昭和37年宮崎県規則第１号）の一部を次のように改正する。
　別記様式第１号から別記様式第９号までの規定中「㊞」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）
２　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の海岸法施行細則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適
　宜補正して使用することができる。

宮崎県告示第 348号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（第55条第２項
において準用する同法第50条の２）（中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の
支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてそ
の例によるものとされた場合を含む。）の規定により、指定施術者
から次のとおり変更した旨の届出があった。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　届出をした指定施術者の名称

名　　称 所　在　地

訪問マッサ－ジハ
－トナ－日向

日向市上町２－14

やまだ整骨院 日向市江良町３丁目60番地２

２　届出事項

　名　　称　
変更年月日

変　更　前 変　更　後

訪問マッサ－ジＯＦ
Ａ療養サポ－トセン
タ－日向支店

訪問マッサ－ジハ－
トナ－日向

令和４年４月１日
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みなと針灸整骨院 やまだ整骨院 令和４年４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 349号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（第55条第２項
において準用する同法第50条の２）（中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の
支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてそ
の例によるものとされた場合を含む。）の規定により、指定施術者
から次のとおり廃止した旨の届出があった。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　在　地 廃止年月日

岩﨑整骨院 都城市上川東２丁目18
号12番地

令和４年３月16日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 350号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第５項において
準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による
ものとされた場合を含む。）の規定により、指定介護機関から次の
とおり変更した旨の届出があった。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

居宅介護事業者 居宅介護事業所

名　称 主たる事務所の所
在地 名　称 所　在　地

山内歯科
医院

日向市春原町１丁
目20番

山内歯科
医院

日向市春原町１丁
目20番

有限会社
共栄調剤
薬局

日向市伊勢ヶ浜 1
19番地

訪問看護
ステ－シ
ョンえん

日向市伊勢ヶ浜 1
19番地

居宅介護事業所の所在地 変　更
年月日変　更　前 変　更　後

日向市春原町１丁目５番
２号

日向市春原町１丁目20番 令和４年
４月１日

日向市大字日知屋古田町
12番地２

日向市伊勢ヶ浜 119番地 令和４年
４月１日

２　届出事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 351号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第41条第１項本文の規定に
より、次のとおり指定居宅サービス事業者の指定をした。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 所

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 者 指　定

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名 称 又
は 氏 名

主 た る 事 務
所 の 所 在 地

4560690077 かかりつけ訪問看
護ステーション　
ふた葉

宮崎県日向市江良
町４丁目81番地　
柏田テナント１階
北側号室

株式会社ゆう 宮崎県日向市財光
寺中ノ原1158番地
７

令和４年４月１日 訪問看護

4570204687 福祉用具　りん 宮崎県都城市鷹尾
２丁目９－１

合同会社Ｔｒｅｅ
Ｈｏｕｓｅ

宮崎県北諸県郡三
股町蓼池4609番地
４

令和４年４月１日 特定福祉用具販
売

4570204687 福祉用具　りん 宮崎県都城市鷹尾
２丁目９－１

合同会社Ｔｒｅｅ
Ｈｏｕｓｅ

宮崎県北諸県郡三
股町蓼池4609番地
４

令和４年４月１日 福祉用具貸与

4570204695 リハケアへるぷ 宮崎県都城市上長
飯町38号１番地

株式会社リハケア
研究所ウィル

宮崎県都城市上長
飯町38号１番地

令和４年４月１日 訪問介護

4570401523 ヘルパーステーシ
ョン南の郷

宮崎県日南市南郷
町中村甲1459－３

株式会社椛 宮崎県日南市南郷
町中村甲 400番地

令和４年４月１日 訪問介護

4570401531 南風の丘　訪問入
浴サービス事業所

宮崎県日南市南郷
町中村甲3528番地
４

社会福祉法人大樹
会 Ｓ ｏ ｃ ｉ ａ ｌ 
Ｗｏｒｋ日南

宮崎県日南市南郷
町中村甲3528番地
２

令和４年４月１日 訪問入浴介護

4570501140 デイサービス七こ
ろび八起き

宮崎県小林市水流
迫 229－７

株式会社Ｅｎｊｏ
ｙ－Ｗｏｒｋ

宮 崎 県 小 林 市 堤
3555番地１

令和４年４月１日 通所介護

4570900524 ケアステーション
すまいりんぐ

宮崎県えびの市原
田2139番地

合同会社Ｋｅｅｐ
Ｓｍｉｌｉｎｇ

宮崎県えびの市原
田2139番地

令和４年４月１日 訪問介護

１　届出をした指定介護機関
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介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 所

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 者 指　定

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名 称 又
は 氏 名

主 た る 事 務
所 の 所 在 地

4560690077 かかりつけ訪問看
護ステーション　
ふた葉

宮崎県日向市江良
町４丁目81番地　
柏田テナント１階
北側号室

株式会社ゆう 宮崎県日向市財光
寺中ノ原1158番地
７

令和４年４月１日 介護予防訪問看
護

4570204687 福祉用具　りん 宮崎県都城市鷹尾
２丁目９－１

合同会社Ｔｒｅｅ
Ｈｏｕｓｅ

宮崎県北諸県郡三
股町蓼池4609番地
４

令和４年４月１日 介護予防福祉用
具貸与

4570204687 福祉用具　りん 宮崎県都城市鷹尾
２丁目９－１

合同会社Ｔｒｅｅ
Ｈｏｕｓｅ

宮崎県北諸県郡三
股町蓼池4609番地
４

令和４年４月１日 特定介護予防福
祉用具販売

4570401531 南風の丘　訪問入
浴サービス事業所

宮崎県日南市南郷
町中村甲3528番地
４

社会福祉法人大樹
会 Ｓ ｏ ｃ ｉ ａ ｌ 
Ｗｏｒｋ日南

宮崎県日南市南郷
町中村甲3528番地
２

令和４年４月１日 介護予防訪問入
浴介護

4570900532 介護付き有料老人
ホームさつき苑

宮崎県えびの市亀
沢 391番１号

医療法人社団さつ
き会

宮崎県えびの市亀
沢 391番地１

令和４年４月１日 介護予防特定施
設入居者生活介
護

4571901109 養護老人ホームあ
けぼの園

宮崎県東諸県郡国
富町木脇1462番地

社会福祉法人　宮
崎県社会福祉事業
団

宮崎県宮崎市原町
２番22号

令和４年４月１日 介護予防特定施
設入居者生活介
護

45B0900012 京町共立病院　介
護医療院

宮崎県えびの市向
江 508

医療法人芳徳会 宮崎県えびの市向
江 508

令和４年４月１日 介護予防短期入
所療養介護

4562090169 訪問看護ステーシ
ョンＹｅｌｌ

宮崎県児湯郡高鍋
町北高鍋72番地

合同会社エスポワ
ール

宮崎県児湯郡新富
町下富田4444－51

令和４年４月30日 介護予防訪問看
護

4570900532 介護付き有料老人
ホームさつき苑

宮崎県えびの市亀
沢 391番１号

医療法人社団さつ
き会

宮崎県えびの市亀
沢 391番地１

令和４年４月１日 特定施設入居者
生活介護

4571901109 養護老人ホームあ
けぼの園

宮崎県東諸県郡国
富町木脇1462番地

社会福祉法人　宮
崎県社会福祉事業
団

宮崎県宮崎市原町
２番22号

令和４年４月１日 特定施設入居者
生活介護

4572200378 五ヶ瀬町社会福祉
協議会指定通所介
護事業所

宮崎県西臼杵郡五
ヶ瀬町三ヶ所 107 
25番地５

社会福祉法人五ヶ
瀬町社会福祉協議
会

宮崎県西臼杵郡五
ヶ瀬町三ヶ所 107
25番地５

令和４年４月１日 通所介護

45B0900012 京町共立病院　介
護医療院

宮崎県えびの市向
江 508

医療法人芳徳会 宮崎県えびの市向
江 508

令和４年４月１日 短期入所療養介
護

4562090169 訪問看護ステーシ
ョンＹｅｌｌ

宮崎県児湯郡高鍋
町北高鍋72番地

合同会社エスポワ
ール

宮崎県児湯郡新富
町下富田4444－51

令和４年４月30日 訪問看護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 352号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第53条第１項本文の規定に
より、次のとおり指定介護予防サービス事業者の指定をした。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 353号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第75条第２項の規定により
、指定居宅サービス事業の廃止について次のとおり届出があった。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 所

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 者 廃　止

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名 称 又
は 氏 名

主 た る 事 務
所 の 所 在 地

4572000406 天包荘デイサービ
スセンター

宮崎県児湯郡西米
良村竹原 432

社会福祉法人成穂 宮崎県児湯郡西米
良村竹原 432

令和４年４月30日 通所介護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 354号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第 107条第１項の規定によ
り、次のとおり介護医療院の開設を許可した。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

介 護 保
険 事 業
所 番 号

介 護 医 療 院 開 設 者
許　可
年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名 称 又
は 氏 名

主 た る 事 務
所 の 所 在 地

45B0300015 医療法人中心会野
村病院介護医療院

宮崎県延岡市出北
五丁目４番26号

医療法人中心会野
村病院

宮崎県延岡市出北
五丁目４番26号

令和４年４月１日 介護医療院

45B0900012 京町共立病院　介
護医療院

宮崎県えびの市向
江 508

医療法人芳徳会 宮崎県えびの市向
江 508

令和４年４月１日 介護医療院

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 355号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により
、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　民有林の保安林予定森林の所在場所　日南市北郷町郷之原字谷
　之城日平乙 235、字谷之城乙 249－35、乙 249－36、乙 249－58
　、乙 249－60
２　指定の目的　水源の涵

かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林
　部自然環境課及び宮崎県南那珂農林振興局並びに日南市役所に備
　え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 356号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第33条の２の規定により、次の
とおり保安林の指定施業要件を変更する予定である。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
一(一)　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所と指定の
　　　目的　次に掲げる告示（重要流域（平成29年３月21日農林水
　　　産省告示第 401号で指定された重要流域をいう。）に係るも
　　　のを除く。）で定めるところによる。

　　　　昭和41年１月28日宮崎県告示第56号
　(二)　変更に係る指定施業要件
　　　１　立木の伐採方法　変更しない。
　　　２　立木の伐採の限度　次のとおりとする。
二(一)　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所　日向市
　　　・東臼杵郡美郷町（以上一市一町について次の図に示す部分
　　　に限る。）
　(二)　保安林として指定された目的　土砂の流出の防備
　(三)　変更後の指定施業要件
　　　１　立木の伐採の方法
　　　　⑴　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　　　日向市・東臼杵郡美郷町（以上一市一町について次の
　　　　　図に示す部分に限る。）
　　　　⑵　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めな
　　　　　い。
　　　　⑶　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木
　　　　　の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標
　　　　　準伐期齢以上のものとする。
　　　　⑷　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　　２　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　　　次のとおりとする。
三(一)　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所　日向市
　　　（次の図に示す部分に限る。）
　(二)　保安林として指定された目的　落石の危険の防止
　(三)　変更後の指定施業要件
　　　１　立木の伐採の方法
　　　　⑴　主伐は、択伐による。
　　　　⑵　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木
　　　　　の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標
　　　　　準伐期齢以上のものとする。
　　　　⑶　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　　２　立木の伐採の限度　次のとおりとする。



─ 5 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ４ 年 ５ 月 23 日（月曜日）　第 308 号

四(一)　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所　日向市
　　　（次の図に示す部分に限る。）
　(二)　保安林として指定された目的　公衆の保健
　(三)　変更後の指定施業要件
　　　１　立木の伐採の方法
　　　　⑴　主伐は、択伐による。
　　　　⑵　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木
　　　　　の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標
　　　　　準伐期齢以上のものとする。
　　　　⑶　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　　２　立木の伐採の限度　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び宮崎県東臼杵農林振興
　局並びに日向市役所及び美郷町役場に備え置いて縦覧に供する。
　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 357号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第33条の２の規定により、次の
とおり保安林の指定施業要件を変更する予定である。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
一(一)　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所　串間市
　　　（次の図に示す部分に限る。）
　(二)　保安林として指定された目的　土砂の流出の防備
　(三)　変更後の指定施業要件
　　　１　立木の伐採の方法
　　　　⑴　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　　　串間市（次の図に示す部分に限る。）
　　　　⑵　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めな
　　　　　い。
　　　　⑶　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木
　　　　　の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標
　　　　　準伐期齢以上のものとする。
　　　　⑷　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　　２　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　　　次のとおりとする。
二(一)　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所　串間市
　　　（次の図に示す部分に限る。）
　(二)　保安林として指定された目的　土砂の崩壊の防備
　(三)　変更後の指定施業要件
　　　１　立木の伐採の方法
　　　　⑴　主伐は、択伐による。
　　　　⑵　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木
　　　　　の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標
　　　　　準伐期齢以上のものとする。
　　　　⑶　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　　２　立木の伐採の限度　次のとおりとする。
三(一)　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所　串間市
　　　（次の図に示す部分に限る。）
　(二)　保安林として指定された目的　潮害の防備
　(三)　変更後の指定施業要件
　　　１　立木の伐採の方法
　　　　⑴　主伐は、択伐による。
　　　　⑵　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木

　　　　　の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標
　　　　　準伐期齢以上のものとする。
　　　　⑶　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　　２　立木の伐採の限度　次のとおりとする。
四(一)　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所　串間市
　　　（次の図に示す部分に限る。）
　(二)　保安林として指定された目的　魚つき
　(三)　変更後の指定施業要件
　　　１　立木の伐採の方法
　　　　⑴　主伐は、択伐による。
　　　　⑵　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木
　　　　　の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標
　　　　　準伐期齢以上のものとする。
　　　　⑶　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　　２　立木の伐採の限度　次のとおりとする。
五(一)　指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所　串間市
　　　（次の図に示す部分に限る。）
　(二)　保安林として指定された目的　公衆の保健
　(三)　変更後の指定施業要件
　　　１　立木の伐採の方法
　　　　⑴　主伐は、択伐による。
　　　　⑵　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木
　　　　　の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標
　　　　　準伐期齢以上のものとする。
　　　　⑶　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　　２　立木の伐採の限度　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び宮崎県南那珂農林振興
　局並びに串間市役所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 358号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和４年５月23日から同年６月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員

�メートル�

延　長

�メートル�

国道  265号 児湯郡西米
良村大字上
米良字松之
尾 381番12
地先から同
郡同村同大
字同字 381
番12地先ま
で

旧  6.6～
31.2

 195.2

新 20.1～
31.2

 195.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 359号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
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路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員

�メートル�

延　長

�メートル�

７ 県道 緒方高
千穂線

西臼杵郡高
千穂町大字
上岩戸字山
伏谷1246番
11地先から
同郡同町同
大字同字12
43番３地先
まで

旧  9.8～
23.0

93.6

新  9.8～
34.3

93.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 360号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和４年５月23日から同年６月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員

�メートル�

延　長

�メートル�

 203 県道 土生高
千穂線

西臼杵郡高
千穂町大字
押方字黒原
6340番６地
先から同郡
同町同大字
字中畑6364
番４地先ま
で

旧  5.1～
35.5

90.1

新  6.1～
38.4

90.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 361号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和４年５月23日から同年６月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

国道  388号 東臼杵郡門 令和４年５月23日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 362号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和４年５月23日から同年６月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

７ 県道 緒方高
千穂線

西臼杵郡高
千穂町大字
上岩戸字山
伏谷1246番
11地先から
同郡同町同
大字同字12
43番３地先
まで

令和４年５月23日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 363号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和４年５月23日から同年６月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

 142 県道 上椎葉
湯前線

東臼杵郡椎
葉村大字不
土野字広瀬
1066番１地
先から同郡
同村同大字
同字1068番
３地先まで

令和４年５月23日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 364号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和４年５月23日から同年６月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

  川町大字川
内字上庭谷
3835番１か
ら同郡同町
同大字同字
3835番１ま
で
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路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

 203 県道 土生高
千穂線

西臼杵郡高
千穂町大字
押方字黒原
6340番６地
先から同郡
同町同大字
字中畑6364
番４地先ま
で

令和４年５月23日

公　　　　　告

　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、江田山崎土地改良区（宮崎市）の役員の就任及び退任について次
のとおり届出があった。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　就任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 井　野　義　美 宮崎市山崎町四郎房 935番地

理 事 中　原　雅　実 宮崎市阿波岐原町江田原1700番地

理 事 冨　永　啓　明 宮崎市山崎町四郎房 880番地

理 事 中　原　勇　二 宮崎市阿波岐原町宮神3125番地５

理　　事 中　原　常　和 宮崎市阿波岐原町宮神3136番地ハ

監　　事 近　藤　 　浩 宮崎市阿波岐原町鳥居原2094番地

監　　事 近　藤　國　幸
宮崎市阿波岐原町鳥居原2190番地
２

監　　事 杉　田　幸　盛 宮崎市山崎町宮下 107番地２

　（任期：令和６年３月31日まで）
２　退任した役員

理 事 中　原　雅　実 宮崎市阿波岐原町江田原1700番地

理 事 冨　永　啓　明 宮崎市山崎町四郎房 880番地

理 事 中　原　勇　二 宮崎市阿波岐原町宮神3125番地５

理　　事 中　原　常　和 宮崎市阿波岐原町宮神3136番地ハ

監　　事 近　藤　 　浩 宮崎市阿波岐原町鳥居原2094番地

監　　事 近　藤　國　幸
宮崎市阿波岐原町鳥居原2190番地
２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、西諸土地改良区（小林市）の役員の就任及び退任について次のと
おり届出があった。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　就任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 前　田　喜　輝 小林市真方5633番地３

理 事 楠　　　　　優 小林市真方6870番地２

理 事 小 磯 信 夫 小林市北西方6947番地

理 事 小　畠　利　春 小林市東方3934番地

理 事 大　山　秋　夫 小林市堤4305番地２

理 事 久　保　雅　人 小林市南西方8775番地

理 事 荒 武 辰 夫 小林市細野5489番地

理 事 東　原　安　雄 小林市野尻町三ヶ野山2165番地ロ

理 事 古　川　幸　廣 小林市野尻町東麓2703番地

理 事 赤　崎　正　一 小林市野尻町三ヶ野山1683番地１

理 事 福　本　正　三 小林市野尻町三ヶ野山3338番地24

理　　事 笹　原　淳一郎
えびの市大字東長江浦1652番地 1
17

理　　事 深　瀬　浩　一 えびの市大字大河平3219番地１

理　　事 森　永　良　仁 えびの市大字杉水流 747番地３

路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和４年５月23日から同年６月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 井　野　義　美 宮崎市山崎町四郎房 935番地
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役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 前　田　喜　輝 小林市真方5633番地３

理 事 坂　下　　　勇 小林市細野4874番地２

理 事 楠　　　　　優 小林市真方6870番地２

理 事 小 磯 信 夫 小林市北西方6947番地

理 事 小　畠　利　春 小林市東方3934番地

理 事 大　山　秋　夫 小林市堤4305番地２

理 事 久　保　雅　人 小林市南西方8775番地

理 事 田之上　健　一 小林市野尻町三ヶ野山3460番地20

理 事 東　原　安　雄 小林市野尻町三ヶ野山2165番地ロ

理 事 古　川　幸　廣 小林市野尻町東麓2703番地

理 事 赤　崎　正　一 小林市野尻町三ヶ野山1683番地１

理 事 川　口　三　雄 えびの市大字末永1180番地２

理　　事 笹　原　淳一郎
えびの市大字東長江浦1652番地 1
17　

理　　事 深　瀬　浩　一 えびの市大字大河平3219番地１

理　　事 松 石 　 忠
西諸県郡高原町大字蒲牟田7419番
地５

理　　事 原　田　幸　一 西諸県郡高原町大字広原6153番地

理　　事 邊木園　良　昭
西諸県郡高原町大字西麓4848番地
９

監 事 増　田　義　一
西諸県郡高原町大字蒲牟田 276番
地

監 事 中 満 敦 雄 えびの市大字原田3981番地１

理 事 宮 原 義 久 小林市細野2879番地

理 事 村　岡　隆　明 えびの市大字栗下 884番地

理　　事 高　妻　経　信 西諸県郡高原町大字西麓1009番地

監　　事 溝　口　誠　二 小林市北西方 427番地４

　（任期：令和８年３月31日まで）
２　退任した役員

理　　事 丸　山　　　崇
西諸県郡高原町大字蒲牟田7250番
地

理　　事 原　田　幸　一 西諸県郡高原町大字広原6153番地

理　　事 邊木園　良　昭
西諸県郡高原町大字西麓4848番地
９

監 事 木　野　次　雄 えびの市大字原田3968番地

監 事 増　田　義　一
西諸県郡高原町大字蒲牟田 276番
地

理 事 宮 原 義 久 小林市細野2879番地

理 事 村　岡　隆　明 えびの市大字栗下 884番地

理　　事 高　妻　経　信 西諸県郡高原町大字西麓1009番地

監　　事 溝　口　誠　二 小林市北西方 427番地４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第87条第１項の規定により
、江平第１地区県営土地改良事業（都城市、畑地帯総合整備事業）
に係る土地改良事業計画を定めた。
　なお、関係書類を次のとおり縦覧に供する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　縦覧に供する書類
　　策定に係る土地改良事業計画書の写し
２　縦覧期間
　　令和４年５月23日から令和４年６月21日まで
３　縦覧場所
　　都城市役所農政部農産園芸課内
４　その他
　　この公告に係る土地改良事業計画（以下「この計画」という。
　）に対して不服があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算
　して15日以内に、宮崎県知事に対して審査請求をすることができ
　る。
　　また、この計画については、上記の審査請求のほか、この計画
　の策定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に
　、宮崎県を被告として（宮崎県知事が被告の代表者となる。）、
　この計画の策定の取消しの訴えを提起することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第
14条第２項の規定により、都城市長から次のとおり公共測量が終了
した旨の通知があった。
　　令和４年５月23日	
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類
　　公共測量（ＭＭＳによる画像データ・レーザ点群データ計測）
２　作業地域
　　都城市の一部
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３　作業終了日
　　令和４年３月31日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
入札公告　
　一般競争入札を次のとおり実施する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　競争入札に付する事項
　⑴　借入物品及び数量　パーソナルコンピュータ（クライアント
　　パソコン、周辺機器及びソフトウェア）　 1,292台
　⑵　借入物品の特質等　入札説明書及び仕様書による。
　⑶　納入期限　令和４年10月31日
　⑷　契約期間　令和４年11月１日から令和９年10月31日まで（60
　　月）
　⑸　納入場所　仕様書別紙による。
　⑹　入札方法　⑴の借入物品について入札を実施する。入札金額
　　は、１月当たりの賃借料に契約期間月数を乗じた金額を記載す
　　ること（記載方法については、入札書を確認すること。）。
　　　なお、落札決定に当たっては、入札書に記載した金額に当該
　　金額の 100分の10に相当する金額を加算した金額（１円未満の
　　端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札
　　価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
　　事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約
　　希望金額の 110分の 100に相当する金額を入札書に記載するこ
　　と（入札書の金額は、契約期間全体の総額を記載すること。）
　　。　　　　　　
２　契約に係る特約事項
　⑴　この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、
　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 234条の３の規定による
　　契約であり、県は、１⑷の契約期間において次に掲げる場合の
　　いずれかに該当するときは、本件契約を解除するものとする。
　　ア　本件契約の相手方が本件契約に違反した場合
　　イ　本件契約の締結日の属する年度の翌年度以後において本件
　　　契約に係る県の歳出予算が減額され、又は削除された場合　
　⑵　県は、⑴の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損
　　害については、その賠償の責めを負わないものとする。
３　競争入札に参加する者に必要な資格
　⑴　この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件
　　を全て満たす者とする。
　　ア　令和４年宮崎県告示第92号に規定する資格を有する者で、
　　　業種がサービス（役務の提供）に関する業種で、営業種目が
　　　賃貸業務又は電算業務のものであること。
　　イ　納入する物品及び数量を確実に納入できる者であること。
　　ウ　仕様を満たした機能を有する物品を確実に設置し、及び設
　　　定できると認められる者であること。　　　　　　　
　　エ　本件の借入物品について、保守、点検、修理、部品の提供
　　　等のアフターサービスを、納入先の求めに応じて速やかに提
　　　供できる者であること。
　　オ　納入する物品を第三者をして貸付けしようとする者にあっ
　　　ては、当該物品を自ら貸付けできる能力を有するとともに、
　　　第三者をして貸付けできる能力を有することを証明した者で
　　　あること。
　　　　なお、第三者は、入札に参加できない。
　⑵　入札に参加しようとする者は、⑴イからオまでの資格要件を

　　満たすことを証明する書類を次により提出し、事前に審査を受
　　けること。
　　　なお、入札者は、当該書類について説明を求められたときは
　　、これに応じなければならない。
　　ア　提出場所　宮崎県総合政策部デジタル推進課情報化システ
　　　ム担当　宮崎市橘通東２丁目10番１号　郵便番号 880－8501
　　　　電話番号0985（26）7045
　　イ　提出期限　令和４年６月14日午後５時（送付にあっては、
　　　令和４年６月14日午後５時必着）
　　ウ　提出方法　持参又は送付（送付にあっては、書留郵便又は
　　　それと同等の手段に限る｡）によること。
４　物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格等を得るため
　の申請方法
　　３⑴アに掲げる資格を有しない者で、参加を希望するものは、
　次により参加資格等を得るための申請を行うこと。
　⑴　申請用紙等を配布する場所及び受付場所　宮崎県会計管理局
　　物品管理調達課物品調達担当　宮崎市橘通東２丁目10番１号　
　　郵便番号 880－8501　電話番号0985（26）7208
　⑵　申請書類の受付期間　令和４年５月23日から令和４年６月３
　　日まで（土曜日及び日曜日を除く。午前９時から午後５時まで
　　）とする。ただし、受付期間の終了後も随時受け付けるが、こ
　　の場合には入札資格審査が入札に間に合わないことがある。
　　　なお、入札に間に合わないおそれがあると認められるときは
　　、あらかじめ、その旨を当該申請者に通知する。
５　契約条項を示す場所及び期間
　⑴　場所　宮崎県総合政策部デジタル推進課情報化システム担当
　⑵　期間　令和４年５月23日から令和４年７月４日まで（土曜日
　　及び日曜日を除く。午前９時から午後５時まで）
６　入札説明書及び仕様書の交付場所及び交付期間
　⑴　交付場所　宮崎県総合政策部デジタル推進課情報化システム
　　担当
　⑵　交付期間　令和４年５月23日から令和４年７月４日まで（土
　　曜日及び日曜日を除く。午前９時から午後５時まで）
７　入札に関する質問
　⑴　質問
　　　この競争入札に関し、質問がある場合は、次により提出する
　　ものとする。
　　ア　提出期限　令和４年６月28日午後５時（送付にあっては、
　　　令和４年６月28日午後５時必着）
　　イ　提出先　宮崎県総合政策部デジタル推進課情報化システム
　　　担当
　　ウ　提出方法　入札質問書を、持参、送付又は電子メール（ア
　　　ドレス digital-suishin@pref.miyazaki.lg.jp）により提出す
　　　ること。なお、電話による質問は認めない。
　⑵　回答
　　　質問に対する回答は、次のとおり行う。
　　ア　回答方法　県庁ホームページに掲載する。
　　イ　その他　提出期限までに到着しなかった質問及び上記⑴ウ
　　　の提出方法以外による方法で提出された質問については、い
　　　かなる理由であっても回答しない。
８　入札書の提出場所、提出期限及び提出方法
　⑴　提出場所　宮崎県総合政策部デジタル推進課情報化システム
　　担当
　⑵　提出期限　令和４年７月４日午後５時（送付にあっては、令
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　　和４年７月４日午後５時必着）
　⑶　提出方法　持参又は送付（送付にあっては、書留郵便又はそ
　　れと同等の手段に限る。）によること。
９　開札の場所及び日時
　⑴　場所　宮崎県庁本館３階総合政策部会議室　宮崎市橘通東２
　　丁目10番１号
　⑵　日時　令和４年７月５日午前10時
10　入札保証金
　　入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則
　第２号）第 100条の規定による。
11　入札の無効に関する事項
　　この公告に示した入札参加資格のない者のした入札、入札者に
　求められる義務を履行しなかった者のした入札その他宮崎県財務
　規則第 125条各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。
12　落札者の決定の方法
　⑴　有効な入札書を提出した者で、予定価格以内で最低価格の入
　　札を行ったものを落札者とする。
　⑵　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、
　　直ちに、当該入札者にくじを引かせ、落札者を決定する。
　⑶　開札をした場合において落札者がない場合は、直ちに再度の
　　入札を行う。ただし、入札については２回までとする。
　⑷　最低制限価格は設定しない。
13　契約に関する事務を担当する部局等
　　宮崎県総合政策部デジタル推進課情報化システム担当
14　入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨
　　日本語及び日本国通貨
15　その他
　⑴　この競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づ
　　く政府調達に関する協定の適用を受ける。
　⑵　特定調達に係る苦情処理の関係において、宮崎県政府調達苦
　　情検討委員会が調達手続の停止等を要請する場合がある。この
　　場合、調達手続の停止等があり得る。
　⑶　その他この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。
16　Summary 
　⑴　Nature and Quantity of Goods up for Bid:Personal comp-
　　uters（ 1,292 computers） 
　⑵　Bidding Deadline: 5:00 PM on 4 July, 2022 
　⑶　Contact Point for Inquiries:Digital Administration Divisi-
　　on, Prefectural Policy Department, Miyazaki Prefectural 
　　Government, 2-10-1 Tachibana-dori Higashi, Miyazaki City
　　880-8501, JAPAN TEL:+81- 985-26-7045

　⑷　履行場所　宮崎県庁舎内及び県が指定する場所
　⑸　入札方法　⑴の特定役務について総合評価一般競争入札を実
　　施する。
　　　なお、落札決定に当たっては、入札書に記載した金額に当該
　　金額の 100分の10に相当する金額を加算した金額（１円未満の
　　端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札
　　価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
　　事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約
　　希望金額の 110分の 100に相当する金額を入札書に記載するこ
　　と。
２　一般競争入札に参加する者に必要な資格
　⑴　この一般競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる
　　要件を全て満たす者とする。
　　ア　令和４年宮崎県告示第92号に規定する資格を有する者で、
　　　業種がサービス（役務の提供）に関する業種であること。
　　イ　この一般競争入札に係る落札者決定の日から契約が確定す
　　　る日までのいずれの日においても、県からの発注業務に関し
　　　、入札参加資格停止又は指名停止の措置を受けていないこと
　　　。
　　ウ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４第
　　　１項に該当する者でないこと。
　　エ　会社更生法（平成14年法律第 154号）第17条第１項に規定
　　　する更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第
　　　 225号）第21条第１項に規定する再生手続開始の申立ての事
　　　実がある者にあっては、当該手続開始決定後、一般競争入札
　　　参加資格に係る随時の審査による認定を受けている者である
　　　こと。
　　オ　役員等（個人である場合はその者、法人である場合はその
　　　役員又は支店若しくは営業所を代表する者をいう。）が暴力
　　　団関係者（宮崎県暴力団排除条例（平成23年宮崎県条例第18
　　　号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ
　　　。）であると認められる者又は暴力団関係者が経営に実質的
　　　に関与していると認められる者でないこと。
　⑵　共同企業体の参加は可とするが、次に掲げる全ての要件を満
　　たさなければならない。
　　ア　全ての構成員が、２⑴に掲げる全ての要件を満たすこと。
　　イ　代表構成員の出資比率は、30％以上とすること。
　　ウ　共同企業体を構成する事業者が単独又は別の共同企業体の
　　　構成員として、この一般競争入札に参加していないこと。
３　物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格等を得るため
　の申請方法
　　２⑴アに掲げる資格を有しない者で、参加を希望するものは、
　次により参加資格等を得るための申請を行うこと。
　⑴　申請書類等を配布する場所及び受付場所　宮崎県会計管理局
　　物品管理調達課物品調達担当　郵便番号 880－8501　宮崎市橘
　　通東２丁目10番１号　電話番号0985（26）7208
　⑵　申請書類の受付期間　令和４年５月23日（月）から令和４年
　　５月27日（金）まで（午前８時30分から午後５時まで）とする
　　。ただし、受付期間の終了後も随時受け付けるが、この場合に
　　は入札資格審査が入札に間に合わないことがある。
　　　なお、入札に間に合わないおそれがあると認められるときは
　　、あらかじめ、その旨を当該申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所及び期間
　⑴　場所　宮崎県総務部人事課人給システム担当　郵便番号 880

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
入札公告
　総合評価一般競争入札を次のとおり実施する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　一般競争入札に付する事項
　⑴　特定役務の名称　宮崎県次期人事・給与・庶務システム等の
　　再構築に係る設計・開発及び運用・保守業務
　⑵　特定役務の特質等　宮崎県次期人事・給与・庶務システム等
　　の再構築に係る設計・開発及び運用・保守業務仕様書（以下「
　　調達仕様書」という。）による。
　⑶　契約期間　この一般競争入札に係る契約締結の日から令和12
　　年３月31日まで
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　　－8501　宮崎市橘通東２丁目10番１号　電話番号0985（26）74
　　09
　⑵　期間　令和４年５月23日（月）から令和４年７月４日（月）
　　まで（土曜日及び日曜日を除く。午前９時から午後５時まで）
５　宮崎県次期人事・給与・庶務システム等の再構築に係る設計・
　開発及び運用・保守業務総合評価一般競争入札説明書（以下「入
　札説明書」という｡）及び調達仕様書の配布場所及び配布期間
　⑴　配布場所　宮崎県総務部人事課人給システム担当
　⑵　配布期間　令和４年５月23日（月）から令和４年７月４日（
　　月）まで（土曜日及び日曜日を除く。午前９時から午後５時ま
　　で）
６　一般競争入札事前説明会
　　一般競争入札事前説明会は実施しない。
７　一般競争入札参加申込書の提出場所、提出期限及び提出方法
　　一般競争入札への参加を希望する者は、次により入札参加申込
　書を提出すること。
　⑴　提出場所　宮崎県総務部人事課人給システム担当
　⑵　提出期限　令和４年６月22日（水）午後５時（送付にあって
　　は、同日午後５時必着）
　⑶　提出方法　持参又は送付（送付にあっては、書留郵便又はそ
　　れと同等の手段により提出すること。）
８　入札書、企画提案書等（以下「入札書等」という｡）の提出場
　所、提出期限及び提出方法
　⑴　提出場所　宮崎県総務部人事課人給システム担当
　⑵　提出期限　令和４年７月４日（月）午後５時（送付にあって
　　は、同日午後５時必着）
　⑶　提出方法　持参又は送付（送付にあっては、書留郵便又はそ
　　れと同等の手段により提出すること。）
９　入札保証金
　　入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則
　第２号）第 100条の規定による。
10　入札の無効に関する事項
　　次のいずれかに該当する者のした入札は、無効とする。
　⑴　この公告に示した入札参加資格のない者若しくは当該入札参
　　加資格を満たさなくなった者又は入札者に求められる義務を履
　　行しなかった者
　⑵　入札参加申込書及び入札書等に虚偽の記載をした者
　⑶　２件以上の入札をした者
　⑷　７⑵の提出期限までに入札参加申込書を提出しなかった者
　⑸　８⑵の提出期限までに入札書等を提出しなかった者
　⑹　自己のほか、他人の代理人を兼ねて入札書等を提出した者
　⑺　２人以上の代理人をした者
　⑻　金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札
　　書等を提出した者
11　総合評価の方法に関する事項
　　宮崎県次期人事・給与・庶務システム等の再構築に係る設計・
　開発及び運用・保守業務落札者決定基準（以下「落札者決定基準
　」という。）は、次のとおりとする。
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12　落札者の決定の方法
　　有効な入札書等を提出した者であって、宮崎県財務規則第 122
　条第１項の規定により定める予定価格の範囲内の価格をもって入
　札したものの中から、地方自治法施行令第 167条の10の２の規定
　による総合評価一般競争入札を行い、落札者を決定する。
　　審査に当たっては、入札参加資格審査で選定された者を対象と
　して企画提案説明を実施し、落札者決定基準により算出した技術
　点と価格点との合計点が最高得点となった者を落札候補者（最高
　得点となった者が２者以上の場合は、落札者決定基準の定めると
　ころによる。）とし、必要があれば、学識経験者の意見聴取を経
　て、落札者を決定する。
13　契約に関する事務を担当する部局等
　　宮崎県総務部人事課人給システム担当
14　一般競争入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨
　　日本語及び日本国通貨
15　その他
　⑴　本委託業務の入札参加に要する一切の費用は、入札者の負担
　　とする。
　⑵　この一般競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に
　　基づく政府調達に関する協定の適用を受ける。
　⑶　特定調達に係る苦情処理の関係において、宮崎県政府調達苦
　　情検討委員会が調達手続の停止等を要請する場合がある。この
　　場合、調達手続の停止等があり得る。
　⑷　その他この一般競争入札に関する詳細は、入札説明書による
　　。
16　Summary
　⑴　Nature and Quantity of Goods and/or Services Required:
　　Design, Development, Operation and Maintenance of the M-
　　iyazaki Prefectural Government Human Resources and Pa-
　　yroll Management System
　⑵　Deadline for Submission of Tenders:
　　5:00p.m., July 4th, 2022 
　⑶　Name and Contact Details of the Department in Charge:
　　Personnel Division, General Affairs Department, Miyazaki 
　　Prefectural Government 
　　2 - 10 - 1, Tachibana-dori Higashi, Miyazaki City, Miyazaki 
　　Prefecture, Japan 880-8501
　　Tel: 0985-26-7409
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
入札公告
　一般競争入札を次のとおり実施する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
１　競争入札に付する事項
　⑴　特定役務の件名　細島港曳船作業等業務（以下「本業務」と
　　いう。）
　⑵　特定役務の特質等　細島港曳船作業等業務委託仕様書（以下
　　「仕様書」という。）及び入札説明書による。
　⑶　契約期間　令和４年８月１日から令和７年７月31日まで
　⑷　履行場所　業務の履行場所は、次のとおりとする。
　　ア　名称　細島港
　　イ　所在地　日向市大字日知屋
　⑸　入札方法　本業務について入札を実施する。入札金額は、１
　　月当たりの委託料に委託期間月数を乗じた金額を記載すること

　　（記載方法については、入札書を確認すること。）。
　　　なお、落札決定に当たっては、入札書に記載した金額に当該
　　金額の 100分の10に相当する金額を加算した金額（１円未満の
　　端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札
　　価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
　　事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約
　　希望金額の 110分の 100に相当する金額を入札書に記載するこ
　　と（入札書の金額は、委託期間全体の総額を記載すること。）
　　。
２　契約に係る特約事項
　⑴　この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、
　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 234条の３の規定による
　　契約であり、県は、上記１⑶の契約期間において次に掲げる場
　　合のいずれかに該当するときは、本件契約を解除するものとす
　　る。
　　ア　本件契約の相手方が本件契約に違反した場合
　　イ　本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件
　　　契約に係る県の歳出予算が減額され、又は削除された場合
　⑵　県は、⑴の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損
　　害については、その賠償の責めを負わないものとする。
３　競争入札に参加する者に必要な資格
　⑴　本業務に係る入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる
　　要件を全て満たす者とする。
　　ア　令和４年宮崎県告示第92号に規定する資格を有する者で、
　　　業種がサービス（役務の提供）に関する業種で、営業種目が
　　　その他で、種目がその他の者であること。
　　イ　仕様書に定める海技士の有資格者を運航要員とすることが
　　　できる者であること。
　　ウ　仕様書に定める曳船の手配ができる者であること。
　⑵　入札に参加しようとする者は、⑴イ及びウの資格要件を満た
　　すことを証明する書類を令和４年６月７日午後５時までに９⑴
　　の場所に提出し、事前に審査を受けること。
４　物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格等を得るため
　の申請方法
　　３⑴アに掲げる資格を有しない者で、参加を希望するものは、
　次により参加資格等を得るための申請を行うこと。
　⑴　申請書用紙等を配布する場所及び受付場所　宮崎県会計管理
　　局物品管理調達課物品調達担当　宮崎市橘通東２丁目10番１号
　　　郵便番号 880－8501　電話番号0985（26）7208
　⑵　申請書類の受付期間　令和４年５月23日から令和４年５月30
　　日まで（土曜日及び日曜日を除く。午前９時から午後５時まで
　　）とする。ただし、受付期間終了後も随時受け付けるが、この
　　場合には入札資格審査が入札に間に合わないことがある。
　　　なお、入札に間に合わないと認められるときは、あらかじめ
　　、その旨を当該申請者に通知する。
５　契約条項を示す場所及び期間
　⑴　場所　宮崎県北部港湾事務所総務課　宮崎県日向市大字日知
　　屋字新開 17371－２　郵便番号 883－0062　電話番号0982（52
　　）5366
　⑵　期間　令和４年５月23日から令和４年６月７日まで（土曜日
　　及び日曜日を除く。午前９時から午後５時まで）
６　入札説明書及び仕様書の交付場所等
　⑴　場所　宮崎県北部港湾事務所総務課
　⑵　期間　令和４年５月23日から令和４年６月７日まで（土曜日
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　　及び日曜日を除く。午前９時から午後５時まで）
　⑶　その他　設計図書は、宮崎県北部港湾事務所総務課において
　　、８の入札参加資格確認の結果の通知日以後、入札執行日の前
　　日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５
　　時まで）、入札参加資格があると認めた者に、実費相当額徴収
　　の上で交付する。
７　入札説明会の場所及び日時
　⑴　場所　宮崎県防災庁舎７階　県土整備部会議室　宮崎県宮崎
　　市橘通東２丁目10番１号
　⑵　日時　令和４年５月26日午後２時
８　入札参加資格確認の結果の通知
　　入札参加資格確認の結果は、令和４年６月17日までに通知する
　｡
９　入札書の提出場所、提出期限及び提出方法
　⑴　提出場所　宮崎県県土整備部港湾課空港・ポートセールス担
　　当　宮崎県宮崎市橘通東２丁目10番１号　郵便番号 880－8501
　　　電話番号0985（26）7189
　⑵　提出期限　令和４年７月20日午後２時
　⑶　提出方法　持参又は送付（送付にあっては、書留郵便又はそ
　　れと同等の手段に限る。）によること。ただし、送付による場
　　合は、⑴の場所に令和４年７月19日午後５時までに必着のこと
　　。
10　開札の場所及び日時
　⑴　場所　宮崎県防災庁舎７階　県土整備部会議室
　⑵　日時　令和４年７月20日午後２時
11　入札保証金
　　入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則
　第２号。以下「規則」という。）第 100条の規定による。
12　入札の無効に関する事項
　　規則第 125条に規定する場合のほか、次のいずれかに該当する
　入札は、無効とする。
　⑴　虚偽の申請を行った者のした入札
　⑵　入札参加資格のあることを確認された者のうち、入札時点に
　　おいて入札参加資格のない者のした入札
　⑶　提出書類において不正があった入札
　⑷　入札者に求められる義務を履行しなかった者のした入札
13　落札者の決定の方法
　　有効な入札書を提出した者で、予定価格以内で最低価格の入札
　を行ったものを落札者とする。ただし、落札となるべき同価の入
　札をした者が２人以上あるときは、直ちに、当該入札者にくじを
　引かせ、落札者を決定する。
　　なお、当該価格があらかじめ設定した調査基準価格を下回り、
　調査の結果、次のいずれかに該当するときは、予定価格の範囲内
　で当該落札者となるべき者の次に最低の価格をもって入札した者
　を落札者とする。ただし、その者の当該価格が調査基準価格を下
　回る場合は、調査を行うものとする。
　⑴　落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により契
　　約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められ
　　るとき。
　⑵　その者と契約することが公正な取引の秩序を乱すこととなる
　　おそれがあって著しく不適当であると認められるとき。
14　調査基準価格
　　調査基準価格を下回った場合は、次の調査内容をもって落札者
　の判断を行うものとする。

　⑴　その価格により入札した理由
　⑵　積算内訳書
　⑶　契約対象業務箇所と入札者の事務所等の関連
　⑷　手持曳船の状況
　⑸　労働者の具体的配給見通し
　⑹　過去に委託した業務の成績
　⑺　信用状況
15　契約に関する事務を担当する部局等
　　宮崎県県土整備部港湾課空港・ポートセールス担当
16　入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨
　　日本語及び日本国通貨
17　その他
　⑴　この競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づ
　　く政府調達に関する協定の適用を受ける。
　⑵　特別調達に係る苦情処理の関係において宮崎県政府調達苦情
　　検討委員会が調達手続の停止等を要請する場合がある。この場
　　合、調達手続の停止等があり得る。
　⑶　その他この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。
18　Summary
　⑴　Nature and quantity of the service required: Tug-boat op-
　　eration in Hososhima Port
　⑵　Time-limit for the submission of application forms and r-
　　elevant documents for examination: 5:00 P.M. 7 June 2022
　⑶　Time-limit for the submission of tenders: 2:00 P.M. 20 　
　　July 2022 (tenders submitted by post 5:00 P.M. 19 July 2022)
　⑷　Contact point:Port Authority Division,Prefectural Land
　　Development Department, Miyazaki Prefectural Governme-
　　nt, 2 - 10 - 1 Tachibana-dori Higashi, Miyazaki City, 880-85
　　01, Japan, TEL: 0985-26-7189
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
入札公告
　一般競争入札を次のとおり実施する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　競争入札に付する事項
　⑴　件　　名　ＬＡＮ用端末機器等の賃貸借及び保守
　⑵　借入物品及び数量　ＬＡＮ用端末機器等　一式
　⑶　借入物品の特質等　仕様書のとおり
　⑷　契約期間　令和５年２月１日から令和10年１月31日まで
　(5)　納入場所　仕様書のとおり
　⑹　要求所属　宮崎県警察本部情報管理課　宮崎市旭１丁目８番
　　28号
　⑺　入札方法　⑵の借入物品について入札を実施する。入札金額
　　は、調達内容に係る一切の諸経費を含めた額とし、賃貸借料（
　　保守料を含む。）の一月当たりの単価に契約期間月数を乗じて
　　得た金額を記載すること。なお、落札決定に当たっては、入札
　　書に記載した金額に 100分の10に相当する金額を加算した金額
　　（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）
　　をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費
　　税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見
　　積もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額を入札書
　　に記載すること。
２　契約に係る特約事項
　⑴　この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、



宮　崎　県　公　報令和 ４ 年 ５ 月 23 日（月曜日）　第 308 号

─ 18 ─

　　長期継続契約を締結することができる契約を定める条例（平成
　　17年宮崎県条例第81号）第２条第１項第１号の規定による契約
　　であり、県は、上記１の⑷の契約期間において、本件契約の締
　　結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳
　　出予算が減額又は削除された場合は、本件契約を解除するもの
　　とする。
　⑵　県は、⑴の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損
　　害については、その賠償の責めを負わないものとする。
３　競争入札に参加する者に必要な資格
　　この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件を
　全て満たす者とする。
　⑴　令和４年宮崎県告示第92号に規定する資格を有する者である
　　こと。
　⑵　納入する物品及び数量を確実に納入できる者であること。
　⑶　納入する物品の機能が仕様を満たし、当該物品を確実に設置
　　、設定できると認められる者であること。
　⑷　本件の借入物品について、保守、点検、修理、部品の提供等
　　のアフターサービスを納入先の求めに応じて速やかに提供でき
　　ると認められる者であること。
　⑸　納入する物品を第三者をして貸付けしようとする者にあって
　　は、当該物品を自ら貸付けできる能力を有するとともに、第三
　　者をして貸付けできる能力を有することを証明した者であるこ
　　と、又は⑵～⑷を履行できる者と共同して当該物品を貸付ける
　　ことが可能であることを証明した者であること。
　⑹　経営者等（法人にあっては役員又は支社、支店若しくは営業
　　所の代表者、個人にあってはその者又は支社、支店若しくは営
　　業所の代表者をいう。）が、暴力団関係者（暴力団員（暴力団
　　員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77
　　号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号にお
　　いて同じ。）又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団
　　をいう。以下この号において同じ。）若しくは暴力団員と交わ
　　りを持つ者をいう。）である者又は暴力団若しくは暴力団員が
　　経営を支配し、若しくは利用している者でないこと。
　⑺　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４の規
　　定に該当しない者であること。
　⑻　会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づく更生手続開始
　　の申立て又は民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づく再
　　生手続開始の申立て（以下これらを「申立て」という。）がな
　　されてない者であること。ただし、会社更生法に基づく更生手
　　続開始又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けてい
　　る者は、申立てがなされていない者とする。
４　入札参加資格等の審査
　　入札に参加しようとする者は、競争入札参加申請書を令和４年
　７月８日（金）午後５時までに下記12の場所に提出しなければな
　らない。提出方法については、持参又は送付（書留郵便又はそれ
　と同等手段の託送に限る。）により提出（土曜日及び日曜日を除
　く。午前９時から午後５時まで）すること。また、納入する物品
　が仕様を満たしているか、令和４年６月20日（月）午後５時まで
　に要求所属へ提出（土曜日及び日曜日を除く。午前９時から午後
　５時まで）し、要求所属の審査を受けること。
　　入札参加申請後に、入札に参加しないこととした場合は、理由
　を記載した辞退届を書類で入札の前日までに提出すること。なお
　、提出された書類について説明を求められた時は、これに応じな
　ければならない。

５　契約条項を示す場所及び期間
　⑴　場所　宮崎県警察本部警務部会計課用度係　宮崎市旭１丁目
　　８番28号
　⑵　期間　令和４年５月23日（月）から令和４年７月11日（月）
　　まで（土曜日及び日曜日を除く。午前９時から午後５時まで）
６　入札説明書及び仕様書の交付
　⑴　場所　宮崎県警察本部警務部会計課用度係　
　⑵　期間　令和４年５月23日（月）から令和４年６月20日（月）
　　まで（土曜日及び日曜日を除く。午前９時から午後５時まで）
　　※送付により入札説明書及び仕様書の交付を受ける場合は、交
　　付を受けたい者の費用負担により、着払い送付の方法により交
　　付を行う。
７　入札書の提出場所、提出期限及び提出方法
　⑴　場所　宮崎県警察本部１階 102会議室　宮崎市旭１丁目８番
　　28号
　⑵　期限　令和４年７月12日（火）午前11時00分　※送付にあっ
　　ては、令和４年７月11日（月）午後５時00分必着とする。
　⑶　方法　持参又は送付（書留郵便又はそれと同等手段の託送に
　　限る。）
８　開札の場所及び日時
　⑴　場所　宮崎県警察本部１階 102会議室
　⑵　日時　令和４年７月12日（火）午前11時00分
９　入札保証金
　　入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則
　第２号）第 100条の規定による。
10　入札の無効に関する事項
　　宮崎県財務規則第 125条に規定する入札は、無効とする。
11　落札者の決定の方法
　　予定価格以内で最低価格の入札を行った者を落札者とする。
12　契約に関する事務を担当する部局
　　宮崎県警察本部警務部会計課用度係　宮崎市旭１丁目８番28号
　　　郵便番号 880-8509　電話番号0985（31）0110
13　入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨
　　日本語及び日本国通貨
14　その他
　⑴　この競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づ
　　く政府調達に関する協定の適用を受ける。
　⑵　特定調達に係る苦情処理の関係において宮崎県政府調達苦情
　　検討委員会が調達の停止等を要請する場合がある。この場合、
　　調達手続の停止等があり得る。
　⑶　その他この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。
15　Summary
　⑴　Nature and quantity of the product to be purchased:LA-
　　N Terminal equipment, 1 set
　⑵　Time limit for tender 5:00 p.m. ８ July, 2022
　⑶　Contact point for the notice: Accouting Division, Miyaza-
　　ki Prefectural Police Headquarters, 1-8-28 Asahi, Miyazaki 
　　 City, Miyazaki Pref. 880-8509 Japan. TEL: 0985-31-0110
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
落札者等の公告
　随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。
　　令和４年５月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　随意契約に係る特定役務の名称
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　　宮崎県サーバ管理業務委託
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　　宮崎県総合政策部デジタル推進課情報化システム担当
　　宮崎市橘通東２丁目10番１号
３　随意契約の相手方を決定した日
　　令和４年４月１日
４　随意契約の相手方の氏名及び住所
　　宮銀デジタルソリューションズ株式会社
　　宮崎市高千穂通１丁目５番14号
５　随意契約に係る契約金額
　　95,277,600円
６　随意契約によった理由
　　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める
　政令（平成７年政令第 372号）第11条第１項第２号

正　　　　　誤

　令和３年９月30日付け県公報（第 242号）別冊中

ページ 誤 正

５

８

給　料 職員手当 期末・勤勉
手当

千円
68,829,170

千円
11,707,499

千円
27,452,315

給　料 職員手当 期末・勤勉
手当

千円
69,385,482

千円
11,598,788

千円
27,004,715

区　分 宮崎県

警察職 大学卒  211,400円

区　分 宮崎県

警察職 大学卒  203,800円



宮　崎　県　公　報令和 ４ 年 ５ 月 23 日（月曜日）　第 308 号

─ 20 ─


	宮崎県公報　第308号
	規則
	海岸法施行細則の一部を改正する規則…（河川課）１

	告示
	生活保護法に基づく指定施術者の名称の変更…（福祉保健課）１
	生活保護法に基づく指定施術者の廃止の届出…（福祉保健課）２
	生活保護法に基づく指定介護機関（居宅介護事業所）の所在地の変更…（福祉保健課）２
	指定居宅サービス事業者の指定…（長寿介護課）２
	指定介護予防サービス事業者の指定…（長寿介護課）３
	指定居宅サービス事業の廃止…（長寿介護課）３
	介護医療院の開設許可…（長寿介護課）４
	民有林の保安林の指定予定…（自然環境課）４
	保安林の指定施業要件の変更予定の通知（２件）…（自然環境課）４
	道路の区域の変更（３件）…（道路保全課）５
	道路の供用の開始（４件）…（道路保全課）６

	公告
	土地改良区の役員の就退任の届出（２件）…（農村整備課）７
	県営土地改良事業計画の策定…（農村整備課）８
	公共測量の終了の通知…（管理課）８
	入札公告（４件）…９
	落札者等の公告…18

	正誤
	令和３年９月30日付け県公報（第 242号）別冊中…19





